
平成３０年度

中間決算の概要（９月期）

地方公共団体金融機構



平成３０年度中間決算のポイント

◇ 地方公共団体健全化基金は９，２０２億円で、前年度と同額
金利変動準備金は２兆２，０００億円で、前年度と同額
公庫債権金利変動準備金は５，３８１億円で、前年度末に比べ、３，３２３億円
の減少

◇ 資産総額は貸付金等２４兆５，０５４億円で、前年度末に比べ、２，５０４億円の減少
負債総額は債券等２４兆２，２７８億円で、前年度末に比べ、２，６０６億円の減少
純資産総額は利益剰余金等２，７７６億円で、前年度末に比べ、１０２億円の増加
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会計処理等は、原則として企業会計原則による。なお、地方公共団体健全化基金、金利変動準備金等の機構
特有の財務基盤に係る会計処理については、関係法令の規定等による。

◇ 経常利益は６９７億円で、前中間期に比べ、５６億円の減少
中間純利益は９５億円で、前中間期に比べ、１８億円の減少



◇ 当中間期の経常利益は６９７億円で、前中間期に比べ、５６億円の減少（▲７．４％）。貸付金利息の減少額
が債券利息の減少額を５９億円上回ったこと等が要因

◇ 中間純利益は９５億円で、前中間期に比べ、１８億円の減少（▲１５．４％）。一般勘定の中間純利益が減少
したことが要因

利益の状況 [機構全体]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１，６０６億円 １，７４５億円 ▲１３９億円
１，６０３億円 １，７４０億円 ▲１３７億円

０億円 ０億円 ０億円
２億円 ４億円 ▲２億円

９０８億円 ９９２億円 ▲８４億円
８７０億円 ９４８億円 ▲７８億円

３７億円 ４４億円 ▲７億円

６９７億円 ７５３億円 ▲５６億円

４，０３１億円 ２，２３３億円 １，７９８億円
４，０００億円 ２，２００億円 １，８００億円

３１億円 ３３億円 ▲２億円

４，６３３億円 ２，８７３億円 １，７６０億円
－ ２，２００億円 皆減

６３３億円 ６７３億円 ▲４０億円
４，０００億円 － 皆増

９５億円 １１３億円 ▲１８億円

増　減（（A）-（Ｂ））H30中間決算（A） H29中間決算（B）

金 利 変 動 準 備 金 繰 入 額

債 券 利 息

そ の 他
余 資 運 用 益

そ の 他

公庫債権金利変動準備金繰入額

国 庫 納 付 金

公庫債権金利変動準備金取崩額

利差補 てん 積立 金取 崩額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

貸 付 金 利 息

科　　　　　　　目



◇ 当中間期の経常利益は９５億円で、前中間期に比べ、１８億円の減少（▲１５．４％）
◇ 債券利息が１３億円増加したこと及び貸付金利息が６億円減少したこと等が要因
◇ 中間純利益は９５億円で、前中間期に比べ、１８億円の減少（▲１５．４％）

利益の状況 [一般勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

６６３億円 ６７０億円 ▲７億円
６５７億円 ６６３億円 ▲６億円

０億円 ０億円 ０億円
０億円 １億円 ▲１億円

－ ０億円 皆減
４億円 ４億円 ▲０億円

５６７億円 ５５７億円 １０億円
４９６億円 ４８３億円 １３億円

２億円 ２億円 ０億円
０億円 － 皆増

１２億円 １２億円 ０億円
１５億円 １５億円 ０億円
３８億円 ４１億円 ▲３億円

０億円 ０億円 ０億円

９５億円 １１３億円 ▲１８億円

－ ２，２００億円 皆減
－ ２，２００億円 皆減

－ ２，２００億円 皆減
－ ２，２００億円 皆減

９５億円 １１３億円 ▲１８億円

余 資 運 用 益
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息
健 全 化 基 金 受 入 額

借 入 金 利 息
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息
そ の 他 業 務 費 用

基 金 管 理 勘 定 繰 出 金

H30中間決算（A） H29中間決算（B） 増　減（（A）-（Ｂ））

貸 付 金 利 息

そ の 他

債 券 利 息

営 業 経 費

そ の 他

管 理 勘 定 繰 入 金

金 利 変 動 準 備 金 繰 入 額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

科　　　　　　　目



◇ 当中間期の経常利益は６０１億円で、前中間期に比べ、３８億円の減少（▲６．０％）。貸付金利息の減少額
が債券利息の減少額を４２億円上回ったこと等が要因

◇ 地方公共団体金融機構法等の規定に基づき、利益の範囲内で公庫債権金利変動準備金への繰入を行った
ため、当中間期の純利益はゼロ

利益の状況 [管理勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

９８４億円 １，１２０億円 ▲１３６億円
９４５億円 １，０７７億円 ▲１３２億円

３８億円 ４１億円 ▲３億円
０億円 １億円 ▲１億円

３８２億円 ４８０億円 ▲９８億円
３７４億円 ４６４億円 ▲９０億円

７億円 １５億円 ▲８億円

６０１億円 ６３９億円 ▲３８億円

４，０３１億円 ２，２３３億円 １，７９８億円
４，０００億円 ２，２００億円 １，８００億円

３１億円 ３３億円 ▲２億円

４，６３３億円 ２，８７３億円 １，７６０億円
６３３億円 ６７３億円 ▲４０億円

－ ２，２００億円 皆減
４，０００億円 － 皆増

#VALUE! － －

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

H29中間決算（B）H30中間決算（A） 増　減（（A）-（Ｂ））

そ の 他

利差補 てん 積立 金取 崩額

債 券 利 息

基 金 一 般 勘 定 繰 入 金
貸 付 金 利 息

経 常 収 益

経 常 費 用

科　　　　　　　目

公庫債権金利変動準備金取崩額

そ の 他

一 般 勘 定 繰 出 金
国 庫 納 付 金

公庫債権金利変動準備金繰入額

－



資産の状況 ［機構全体］
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◇ 当中間期末現在の資産総額は２４兆５，０５４億円で、前年度末に比べ、２，５０４億円の減少（▲１．０％）
◇ 貸付金が前年度末に比べ、３，６００億円減少したこと等が要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２３兆４，０８２億円 ２３兆７，６８２億円 ▲３，６００億円

１，４２０億円 １，７００億円 ▲２８０億円

９，１４６億円 ７，４７７億円 １，６６９億円

２８４億円 ５６２億円 ▲２７８億円

８６億円 ９７億円 ▲１１億円

２４億円 ２５億円 ▲１億円

９億円 １２億円 ▲３億円

２４兆５，０５４億円 ２４兆７，５５８億円 ▲２，５０４億円

科　　　　　　　目
平成30年度中間期末現在(A) 平成29年度末現在（B）

増　減（（A）-（Ｂ））
（H30 .9 .30） （H30 .3 .31）

貸 付 金

有 価 証 券

現 金 預 け 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

合 計

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金



１５兆１，１９８億円 １４兆８，０６４億円 ３，１３４億円

１，４２０億円 １，７００億円 ▲２８０億円

９，１４６億円 ７，４７７億円 １，６６９億円

２８４億円 ５６２億円 ▲２７８億円

３８億円 ４０億円 ▲２億円

２４億円 ２５億円 ▲１億円

９億円 １２億円 ▲３億円

１６兆２，１２２億円 １５兆７，８８２億円 ４，２４０億円

８兆２，８８３億円 ８兆９，６１８億円 ▲６，７３５億円

４８億円 ５７億円 ▲９億円

４，９０４億円 ６，５８３億円 ▲１，６７９億円

８兆７，８３６億円 ９兆６，２５９億円 ▲８，４２３億円

科　　　　　　　目
平成30年度中間期末現在(A) 平成29年度末現在（B）

増　減（（A）-（Ｂ））
（H30 .9 .30） （H30 .3 .31）

合 計

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

一
　

　
般
　
　
勘

　
　
定

管
理

勘
定

貸 付 金

そ の 他 資 産

一 般 勘 定 貸

合 計

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

現 金 預 け 金

有 価 証 券

貸 付 金

資産の状況 ［一般勘定・管理勘定］
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◇ 当中間期末現在の一般勘定における資産総額は１６兆２，１２２億円で、前年度末に比べ、４，２４０億円の増加
（＋２．７％）

◇ 当中間期末現在の管理勘定における資産総額は８兆７，８３６億円で、前年度末に比べ、８，４２３億円の減少
（▲８．８％）

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

※ 注１については、P11参照。

(注１)



２０兆３，４７６億円 ２０兆２，８４５億円 ６３１億円

１，５４５億円 １，５９５億円 ▲５０億円

９，２０２億円 ９，２０２億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

５，３８１億円 ８，７０４億円 ▲３，３２３億円

２５３億円 ３４５億円 ▲９２億円

３５５億円 １２２億円 ２３３億円

６３億円 ６８億円 ▲５億円

２４兆２，２７８億円 ２４兆４，８８４億円 ▲２，６０６億円

科　　　　　　　目
平成30年度中間期末現在(A) 平成29年度末現在（B）

増　減（（A）-（Ｂ））
（H30 .9 .30） （H30 .3 .31）

借 入 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

金 利 変 動 準 備 金

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

そ の 他

合 計

債 券

負債の状況 ［機構全体］
◇ 当中間期末現在の負債総額は２４兆２，２７８億円で、前年度末に比べ、２，６０６億円の減少（▲１．１％）
◇ 負債の大半を占める債券は前年度末に比べ、６３１億円の増加。当期発行額が償還額を上回ったこと等が要因

◇ 公庫債権金利変動準備金は、借換益等６３３億円を繰り入れる一方で、４，０００億円の国庫納付を行った結果、
前年度末に比べ、３，３２３億円の減少
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

※ 注１については、P11参照。

(注１)

(注１)



１２兆１，８８４億円 １１兆６，２１６億円 ５，６６８億円

１，５４５億円 １，５９５億円 ▲５０億円

９，２０２億円 ９，２０２億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

３５５億円 １２２億円 ２３３億円

４，９０４億円 ６，５８３億円 ▲１，６７９億円

３１億円 ２４億円 ７億円

１５兆９，９２４億円 １５兆５，７４４億円 ４，１８０億円

８兆１，５９１億円 ８兆６，６２８億円 ▲５，０３７億円

５，３８１億円 ８，７０４億円 ▲３，３２３億円

２５３億円 ３４５億円 ▲９２億円

３１億円 ４４億円 ▲１３億円

８兆７，２５８億円 ９兆５，７２３億円 ▲８，４６５億円

科　　　　　　　目
平成30年度中間期末現在(A) 平成29年度末現在（B）

増　減（（A）-（Ｂ））
（H30 .9 .30） （H30 .3 .31）

債 券

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

そ の 他 負 債

合 計

合 計

そ の 他

管 理 勘 定 借

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

金 利 変 動 準 備 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

借 入 金

債 券

一
　

般
　
勘
　
定

管
　

理
　
勘
　
定

負債の状況 ［一般勘定・管理勘定］
◇ 当中間期末現在の一般勘定における負債総額は１５兆９，９２４億円で、前年度末に比べ、４，１８０億円の増加

（＋２．７％）
◇ 当中間期末現在の管理勘定における負債総額は８兆７，２５８億円で、前年度末に比べ、８，４６５億円の減少

（▲８．８％）
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

※ 注１については、P11参照。

(注１)

(注１)

(注１)



１６６億円 １６６億円 －

１，８９４億円 １，９１８億円 ▲２４億円

９５億円 － 皆増

５７８億円 ５３６億円 ４２億円

４１億円 ５２億円 ▲１１億円
うち金利スワップ期中解約分　▲０億円

うち現存スワップ時価評価分　▲９億円

   うち繰延ヘッジ取崩分　  ▲１億円

２，７７６億円 ２，６７４億円 １０２億円

増　減（（A）-（Ｂ））
（H30 .9 .30） （H30 .3 .31）

平成30年度中間期末現在(A) 平成29年度末現在（B）

合 計

地 方 公 共 団 体 出 資 金

一 般 勘 定 積 立 金

一 般 勘 定 中 間 未 処 分 利 益

管 理 勘 定 利 益 積 立 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

科　　　　　　　目

　　　　

純資産の状況
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◇ 当中間期末現在の純資産総額は２，７７６億円で、前年度末に比べ、１０２億円の増加（＋３．８％）
◇ 一般勘定の中間純利益９５億円を一般勘定中間未処分利益として計上する一方で、金利スワップ取引に係る評価

損益等である繰延ヘッジ損益が前年度末から１１億円減少したこと等が要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

※ 注１については、P11参照。

(注１)

(注１)



９，２０２ － ４４ １１１ ６６ ９，２０２ ３４５ ３１ ２５３

（参考）

【貸 付 金】 【債 券】

【地方公共団体健全化基金】

【金利変動準備金・公庫債権金利変動準備金】

【利差補てん積立金】

（単位：億円）

２３７，６８２ ６，９２２ １０，５２２ ２３４，０８２

貸 付 額
②

回 収 額
③

中 間 期 末
残 高

① + ② - ③

２０２，８４５ １０，３９６ ９，７６５ ２０３，４７６

発 行 額
②

償 還 額 等
③

中 間 期 末
残 高

① + ② - ③

前 期 末
残 高

①

納 付 金 等
②

基 金
運 用 益

③

利下げ補てん
所 要 額

④

前 期 末
残 高

①

取 崩 額
②

中 間 期 末
残 高

① - ②

金 利 変 動 準 備 金 ２２，０００ － － － ２２，０００

公庫債権金利変動準備金 ８，７０４ ▲４，０００ ３８ ５９５ ５，３８１

前 期 末
残 高

①

公 庫 貸 付 に 係 る
利 下 げ 所 要 額

③

公 営 企 業
債 券 借 換 益

④

中 間 期 末 残 高
① + ② + ③ + ④

前 期 末
残 高

①

前 期 末
残 高

①

-10-

国 庫 納 付
②

中間期末残高
①+②+③
-（④ - ⑤）

一般勘定自己
財源充当額

⑤

※ 単位未満切り捨てのため、計が一致しない場合がある。

※ 注２については、P11参照。

(注２)

(注２)

平成３０年度９月期決算における主要勘定の状況



○影響する勘定科目及び修正額

純資産：＋１６億円

（一般勘定積立金▲２４億円、管理勘定利益積立金＋４１億円）

負 債：▲１６億円

（利差補てん積立金▲５９億円、公庫債権金利変動準備金＋４３億円）

-11-

誤謬の訂正について

○内容

旧公営企業金融公庫の平成19年度貸付けに係る利下げ補てん所要額について一

般勘定からの繰入額及び管理勘定における利差補てん積立金の取崩額が誤って計

上されていたことが判明。この誤謬を訂正するため、平成30年度期首の管理勘定借、

一般勘定貸、利差補てん積立金、公庫債権金利変動準備金、一般勘定積立金及び

管理勘定利益積立金を増減させている。

【P6～P10における注釈について】
(注１) 上記誤謬の訂正により 、｢一般勘定貸｣、｢公庫債権金利変動準備金｣、｢利差補てん積立金｣、｢管理勘定借｣、｢一般勘定積立金｣及び｢管理勘定利益積立金｣については、

平成30年度期首残高を増減させている。
(注２) 上記期首残高の増減により、【利差補てん積立金】及び【公庫債権金利変動準備金】については、計が一致しない。

(参考)


